


（３）のウについては、町民の生活に直接係わり、施策の推進に町民の理解と協力が不可欠な

ものをいいます。 
 
 
（適用除外） 

第 3 条 施策等の決定にあたり次の各号のいずれかに該当する場合は、この要綱の規定は適用し
ない。 
(1) 緊急に策定する必要がある場合 

(2) 策定又は変更の内容が軽微である場合 

(3) 委員会、審議会その他町の附属機関が、この要綱に定める手続に準じた手続を行って施策

等の決定を行う場合 

(4) その他町民の意見公募手続を行う必要性又は合理性に欠くと実施機関が認める場合 

■解釈と運用 

（１）については、この制度の手続に係る所要時間の経過により、当該施策等に係る効果が損

なわれるなどの理由で、この手続を経ている時間がないものをいいます。 

（２）については、軽微で町民等の意見を反映する余地が少ない又は反映させることで得られ

る効果が少ないものをいいます。 

（３）については、委員会、審議会その他附属機関が、施策等の決定において、この要綱の定

めとは別にこの制度に定める手続と同様な手続を行う場合をいいます。 

（４）については、法令等の規定により別に手続が定められているもの又は施策等の内容がこ

の手続きになじまないものをいいます。 

（施策等の案の公表） 

第４条 実施機関が施策等を定める場合は、当該施策等の案をあらかじめ公表しなければならな

い。 
２ 実施機関は、前項の規定により施策等の案を公表する場合は、次の各号に掲げる関係資料を

併せて公表するよう努めるものとする。 
 (1) 作成の趣旨又は目的 

 (2) 作成に関する考え方又は論点 

 (3) 施策等決定までのスケジュール 

■解釈と運用 
 パブリックコメント制度は、まず実施機関が施策等の案を公表することから始まります。公

表にあたっては、施策等の案の趣旨や目的を示すとともに、必要な場合には、関連する資料や

スケジュールも併せて公表します。 
（公表の方法） 

第５条 前条の規定による公表は、次の各号に掲げる方法等によるものとする。 
 (1) 町ホームページへの掲載 
 (2) 広報はやまへの掲載 

 (3) 町政情報コーナーにおける閲覧 

 (4) 担当課等における閲覧 



 (5) 図書館及び福祉文化会館における閲覧 

■解釈と運用 
 パソコンの普及と情報伝達の正確性・迅速性を考慮し、施策等の案の公表は、ホームページ

への掲載を主な方法とします。また、担当課や図書館等へ資料を備え付け、閲覧できるように

します。なお、公表する資料等が相当量ある場合には、内容の一部を省略し、公表することが

できるものとします。また、広報はやまは、締切日や記事のスペースを考慮し、物理的に可能

な場合に載せることとします。 
（意見の提出） 

第６条 実施機関は、次の各号に掲げる方法により町民の意見の提出を求めるものとする。 
 (1) 郵便 

 (2) ファクシミリ 

 (3) 電子申請システム 

 (4) 実施機関が指定する場所への書面の提出 

２ 実施機関は、前項の規定により町民から意見の提出を求める場合、施策等の案の公表の日か

ら起算して 30 日の提出期間を設けなければならない。ただし、実施機関が施策等の案の内容を

勘案し、この期間で十分に意見提出がなされることが期待できないと判断した場合に限り 60

日を上限とする提出期間を設けることができるものとする。 

■解釈と運用 
 意見等を募集する期間は、原則として 30 日とするが、案の内容や意思決定までのスケジュー

ルを勘案し 30日を超える期間設定が望ましいと判断する場合は、実施機関の判断で 60 日まで
とすることができます。 
（提出意見の取扱） 

第７条 実施機関は、町民から提出された意見を十分に考慮したうえで施策等を定めなければな

らない。 
■解釈と運用 
 実施機関は、提出された意見等を整理し現在の施策（案）と比較し、意見を反映した場合の

効果・影響等を多面的に検討を行い、施策等に合理的に反映できるかを判断し、最終的な意思

決定を行います。 
（結果の公表等） 

第８条 実施機関は、この要綱の規定に基づき施策等を定めた場合には、第６条の規定により提

出された意見の概要及びこれに対する考え方を整理して公表しなければならない。 
２ 実施機関は、提出意見を公表することにより第三者の利益を害するおそれがあると認める場

合には、前項の規定にかかわらず公表しないこととすることができる。 
３ 実施機関は、第３条の規定に基づきこの要綱に定める手続を実施せずに施策等を定めた場合

は、その理由を公表しなければならない。 
４ 第 1項及び前項に規定する公表の方法は、第５条の規定を準用する。 
■解釈と運用 

 意見等を提出した町民に対し、その意見が具体的にどのように取り扱われたかを示すことも

町の説明責任であることから、反映するか否かにかかわらず、提出された意見等に対する町の



考え方を公表します。なお、類似した意見等についてはまとめて公表することができます。公

表の方法は、施策等の案の公表に準じて行います。提出された意見等で、募集内容とは直接関

係のないものは、パブリックコメント制度の意見としては、カウントしません。 

 なお、提出された意見等の中で、第三者の権利利益を害するおそれがあるものなどは、公表

しないことができることとします。 

（一覧の作成） 

第 9 条 町長は、この要綱に定める手続を行っている案件の一覧を作成し、町ホームページに掲

載し、これを町民に公表しなければならない。 

２ 前項に規定する案件の一覧は、次に掲げる事項を記載するものとする。 
(1) 案件名 

(2) 意見の提出期間 

(3) 意見の提出方法 

(4) 問合せ先 

■解釈と運用 
制度の実効性を高めるため、パブリックコメント制度を行っている案件の一覧表を作成し、

制度の実施状況を公表します。 
（パブリックコメント手続管理者） 

第 10 条 この要綱に定める手続を管理するため、パブリックコメント手続管理者を定めるものと

する。 

２ パブリックコメント手続管理者は、政策財政部長をもって充てるものとする。 

３ パブリックコメント手続管理者は、各実施機関が行う意見公募手続を管理し、実施機関に対

し必要に応じて手続の内容変更等を求めることができる。 

■解釈と運用 

 パブリックコメント制度手続の運用を管理するため、総務部長を手続管理者とし、実施機関

が行う手続を管理し、必要に応じ内容変更等を求めることとします。 

（実施状況の報告） 

第 11 条 実施機関は、この要綱に定める手続により施策等を決定した場合には、パブリックコメ

ント手続管理者に報告しなければならない。 

 ■解釈と運用 

  実施機関は、施策等決定後、パブリックコメント手続管理者に報告するものとします。 

（その他） 

第 12 条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関して必要な事項は、実施機関が別に

定める。 

 ■解釈と運用 

  パブリックコメント制度の実施に当たり、この要綱に定められていない事項については、別

に定めることができることとします。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成 20 年８月１日から施行する。 



（経過措置） 

２ この要綱は、この要綱の施行日以後に策定又は変更する施策等について適用し、施行の際現

に形成過程にある施策等については、この要綱の規定は適用しない。ただし、すでに形成過程

にある施策等についても、可能な限り町民の意見聴取等の機会を確保するよう努めるものとす

る。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成 28 年６月１日から施行する。 

 ■解釈と運用 

  この要綱の施行日に、既に形成過程にある施策等については、適用しないこととします。た

だし、できる限り意見聴取等の機会を確保するように努めることとします。 


